BIS論壇　No.192　「2016年版経済財政白書」2016年8月5日　中川　十郎
政府は8月2日恒例の年次経済財政報告（経済財政白書）を発表した。消費・投資が弱く、脱デフレの動きが鈍化しており、需給ギャップ解消が急務と訴えている。消費拡大のために、低所得者に1万5000円の配布を画策するが、これは貯蓄にまわる可能性大だ。一方、65歳以降の雇用や定年延長を行う企業を支援。高齢者の総労働供給を約1％増やすとしている。だが円高、株安の状況では実現性は心もとない。政府は有効求人倍率が過去最大などと喧伝しているが非正規雇用が40％近くに達している現状下、雇用の安定と消費拡大は簡単ではない。かかる状況下、企業は利益を内部留保に回し、英国のEU離脱問題などもあり、景気の先行きを危惧しており、投資には慎重だ。EUの先行き不透明感もあり、打開策の中小企業、小規模事業者向け資金繰り支援策は現下の景気不透明感払しょくは容易ではない。一方、長時間労働の是正が重要としているがすぐには是正は難しいとみられる。
　39歳以下の子育て期の世帯や60～64歳で年金など安定収入がない無職世帯で消費活動が鈍い。Ｚ必需品も値上がりし、節約志向が広がっている。従って政府は税制や社会保障制度の見直しも提起。長時間労働の是正や同一労働、同一賃金の実現などで働き方を改革。高齢者や女性の労働参加を高めることを訴え、日本経済全体の供給が需要を上回る状態を解消することが重要と指摘している。以上の観点から政府は事業規模で28.1兆円の経済対策を閣議決定したが、日本の少子高齢化、製造業からサービス業、ソフト、ICT分野へのシフトもあり、旧態依然たる箱ものや道路など公共事業への投資では日本経済の回復は困難だろう。22世紀を見据えた長期的観点からの経済政策策定が必要だ。
白書は英国経済が落ち込む可能性にも触れている。デフレ脱却に向けて日銀は2月、史上初のマイナス金利政策を導入。白書は政府の成長戦略で高収益企業が増えて、マイナス金利が投資を押し上げ、経済は活性化すると楽観的な見通しだ。しかし、これは自画自賛で甘すぎるのではないか。
　新内閣の経済産業大臣に就任した世耕氏及び石原経済財政・再生相は9月召集の臨時国会でTPPの承認・関連法案成立を11月8日の米大統領選挙までに決着する意向とのことだ。しかし民主党大統領候補のヒラリークリントン、共和党候補のトランプ氏ともにTPPについては慎重な態度や、明確な反対を表明しており、TPP12カ国のなかで主導的な米国の議会承認を待たずに、日本だけが既成事実を作り上げるために性急にTPPの国会承認を与党多数で数の力で画策することは問題だ。TPPにはこれまでもたびたび筆者が言及して来たごとく、農産品のみならず、ISDS, 健康、医療、保険、食の安全など多くの問題点がある。拙速を戒め、与野党で十分に議論して、選挙後の米国議会の動向も十分見極めたうえで、慎重な判断をすることこそ肝心なることを強調しておきたい。
,,そのそもいまどき労働人口を15歳～65歳としている政府の対応も問題だ。ドイツ・インダストリー4.0のごとく世界は技術、サービス、ICTなどSOFTにシフトしつつある。いつまでも20世紀型の製造業中心の経済対策だけでは日本の成長は不可能だ。ソフト、サービス、情報、文化力の国際競争力の強化とお隣の躍進する中国との関係改善こそ先決だ。
